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健康格差は、国際的に注目され、近年国際歯科学会（IADR）でも研究議題とされた。日

本の歯科疾患にも健康格差が認められるという報告が存在するが、最新のデータでの報告

は見られず、格差のモニタリングの上でもこうした報告が求められる。健康格差の最新の

現状を把握し、関連要因を検討することは、健康格差の縮小に欠かせない。そこで本研究

では、2010 年の市町村３歳児齲蝕データおよび 12 歳児齲蝕データを収集し、地理的格差

の検証と社会指標等の関連要因を検討することを目的とした。 

都道府県庁の歯科保健担当部署に、市町村別の 3 歳児齲蝕の有病状況および、市町村別

または都道府県内地域別の 12 歳児う蝕の把握状況について調査を行った。後者について

は把握している場合で提供可能な場合にはデータの提供を受けた。これらのデータについ

て、地域差や社会指標として出生率、歯科診療所の設置状況および平均課税対象所得の状

況について関連を検討した。市町村別データ分析の結果、3 歳児齲蝕有病者率とｄｆｔに

地域差が認められ、それには地域の平均課税対象所得が強い関連を示していた。12 歳児

のう蝕有病状況の把握については、受診者数、総齲歯数、1 人平均齲歯経験数（DMFT）の

すべてを把握している場合から未把握まで都道府県で格差が見られた。把握した都道府県

のうち、データの提供を受けた市町村別の関連性の分析を行ったところ、平均課税対象所

得との間に相関が見られた。これらの結果から、所得という社会的決定要因が引き起こす

健康格差である可能性が示唆された。 

さらに、都道府県別の DMFT と 3 歳児齲蝕有病者率、合計特殊出生率およびフッ化物洗

口参加者割合の関連性について検討したところ、3 項目とも関連性が見られたが、重回帰

分析を行った場合には、3 歳児齲蝕有病者率およびフッ化物洗口参加者割合の関連性が見

られた。この 2 つの因子は独立して 12 歳児 DMFT に影響を及ぼしていることから、3 歳児

齲蝕有料車率が高い地域でもフッ化物洗口を行うことで 12 歳児 DMFT の減少が期待され、

健康格差を少なくする対策の有効性が期待された。 

今回は、すべての市町村データについてデータ収集を終えることができなかったため、

今後とも収集を継続して詳細な検討を行う必要がある。また、継続的な健康格差のモニタ

リングの実施、および、健康格差縮小に向けた公衆衛生対策に関する情報収集、解析およ

び効果的な対策の検討が必要となると考えられた。 
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